
 

石川町の給与・定員管理等について 

１ 総括 

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 

 

住民基本台帳人口 

   (22年度末) 

歳出額 

Ａ 

実質収支 

 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

(参考) 

21年度の人件費率 

22年度 
人 

17,438 

千円 

6,681,618 

千円 

293,001 

千円 

1,403,942 

％ 

21.0 

％ 

22.8 

 

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 

 

職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 B/A 

 

 

 

 

（参考）類似団体平均 

一 人 当 た り 給 与 費       給 料 職員手当    期末･勤勉手当 計Ｂ 

22年度 
人 

142 

千円 

605,812 

千円 

76,916 

千円 

195,521 

千円 

878,249 

千円 

6,184 

千円 

5,555 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、２２年４月１日現在の人数である。 

 

(3) 特記事項 

  給与の削減状況（２２年度）  

・  特別職（給料（町長１５％  副町長、教育長１０％）期末手当にかかる役職加算停止）  

・  一般職  超過勤務手当の抑制  

 

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の 

    給与水準を示す指数である。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を 

単純平均したものである。 
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（例）



(5) 給与改定の状況 

本町は人事委員会を設置していないため記載なし。 

   

 

２ 一般行政職給料表の状況（平成 23 年 4 月 1 日現在） 

（単位：円） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

１号給の 

給料月額 
137,900 188,900 226,700 266,400 294,300 326,200 

最高号級の 

給料月額 
247,900 314,900 362,800 405,500 417,700 440,300 

 

 

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２３年４月１日現在） 

①一般行政職 

区 分 

 

平均年齢      

 

平均給料月額 

 

平均給与月額 

 

平均給与月額 

（国ベース） 

石川町  43.7歳     340,100円 373,406円 370,343円 

福島県 44.1歳 350,500円 461,542円 381,083円 

国   42.3歳     327,205円    ― 397,723円  

類似団体    43.3歳 320,558円   369,308円  343,187円 

 

②技能労務職  

 

区  分  

公務員  民間  参考  

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額

（Ａ） 

平均給与月額

（国ベース） 

対 応 す る 民

間 の 類 似 職

種  

平 均 年

齢  

平 均 給 与 月

額（Ｂ）  

Ａ /Ｂ  

石川町  53.8 歳  13 人  366,400 円  394,547 円  375,454 円  －  －  －   －  

うち学校給食員 50.4 歳  3 人  347,700 円  361,500 円  361,714 円  －  －  －   －  

福島県  52.3 歳  351 人  371,100 円  432,258 円  392,803 円  －  －  －   －  

国  49.5 歳  3689 人  283,862 円  - 321,662 円  －  －  －   －  

類似団体 49.4 歳  13 人  281,771 円  302,826 円  291,506 円  －  －  －   －  

 

  



 

区  分  

参考  

年収ベース（試算値の比較）  

公務員（Ｃ）  民間（Ｄ）  Ｃ /Ｄ  

石川町  －  －  －  

 学校給食員  5,666,100 円     －  －  

＊技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において  

完全に一致しているものではない。  

＊年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」データは、それぞれ平均給与月額を１２倍  

したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給  

された年間賞与の額を加えた試算値である。  

 

（注）１ 「平均給料月額」とは、２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当 

などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている 

ものである。 

     また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務 

手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。 

    

 

(2) 職員の初任給の状況（２３年４月１日現在） 

区    分 石  川  町  福 島 県 国  

 

 

 

 

一般行政職 

 

大学卒 １７５，１００円 １８１，８００円 １７２，２００円 

高校卒 １４２，５００円 １４６，９００円 １４０，１００円 

技能労務職 

 

高校卒 １３７，９００円 １５５，２５０円 － 

中学卒 １２４，７００円 １３９，８００円 － 

 

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在） 

区    分 経 験 年 数 1 0年         経 験 年 数 1 5年         経 験 年 数 2 0 年         

一般行政職 

 

大学卒 ２７０，３００円 ３０７，６００円 ３３６，９００円 

高校卒 ２１６，２００円 ２７０，３００円 ３０７，６００円 

技能労務職 

 

高校卒 在職者なし 在職者なし 在職者なし 

中学卒 在職者なし 在職者なし 在職者なし 

 

 

 

 

 

 

 



４ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数  
 

１ 級 
 

 

主事補・主事  
 

人 

１０  
 

％ 

10.5 
 

 

２ 級 
 

 

主事  
 

人 

 １  
 

％ 

 1.1 
 

 

３ 級 
 

 

係長・主査  
 

人 

３３  
 

％ 

34.7 
 

 

４ 級 
 

 
主幹・課長補佐・主任主査  
 

人 

３４  
 

％ 

35.8 
 

 

５ 級 
 

 

課長・主幹  
 

人 

１３  
 

％ 

13.7 
 

 

６ 級 
 

 

課長  
 

人 

 ４  
 

％ 

 4.2 
 

（注）１ 石川町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）平成１８年度に８級制から６級制に変更している。 

（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合） 
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(例）



５ 職員の手当の状況 

(1) 期末手当・勤勉手当 

 

 

 

 

 

 

石   川   町  福  島県 国 

１人当たり平均支給額（22年度） 

       １，３７３千円 

１人当たり平均支給額(22年度) 

       １，６０８千円 

― 

 

（22年度支給割合） 

期末手当勤勉手当 

  2.55月分   1.35月分 

   ( 1.40)月分   (0.65 )月分 

（22年度支給割合） 

期末手当勤勉手当 

   2.55月分    1.35月分 

   ( 1.40 )月分  ( 0.65)月分 

（22年度支給割合） 

期末手当勤勉手当 

2.60月分     1.35月分 

 ( 1.45 )月分  (0.65)月分 
 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

 ・役職加算   ５～１５％  

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・役職加算   ５～２０％  

 ・管理職加算１５～２５％  

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

 ・役職加算   ５～２０％  

 ・管理職加算１０～２５％  

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

(2) 退職手当（２３年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

石   川   町 国  

 

 

 

 

 

 

 

 

（支給率） 自己都合勧奨・定年 

勤 続 2 0年            23.5 月分   30.55月分 

勤 続 2 5年            33.5 月分   41.34月分 

勤 続 3 5年            47.5 月分   59.28月分 

最高限度額       59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 

1人当たり平均支給額 23,815千円 

（支給率）自己都合勧奨・定年 

勤 続 2 0年            23.5 月分   30.55月分 

勤 続 2 5年            33.5 月分   41.34月分 

勤 続 3 5年            47.5 月分   59.28月分 

最高限度額       59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置    

 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 

 （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

 

(3) 特殊勤務手当（２３年４月１日現在） 

支給実績（２２年度決算） ０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） ０ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度） ０  ％ 

手当の種類（手当数）   １  種  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

感染症等防疫作業手当 右記業務に従事した職員 
感染症等防疫作業に従事し

た場合 

日額 

   ２９０円 

 

 

(4) 時間外勤務手当 

支給実績（２２年度決算） ２０，１７０千円 
職員1人当たり平均支給年額（22年度決算） １２２千円 
支給実績（２１年度決算）   １５，２７４千円 
職員1人当たり平均支給年額（21年度決算） ９０千円 

 
 



(5) その他の手当（２３年４月１日現在） 
 

 
手 当 名 

 
内容及び支給単価 国の制度 

との異同 
国の制度と 
異なる内容 

支給実績 
（22年度決算） 

支給職員１人当たり 
平 均 支 給 年 額 

（22年度決算） 

扶養手当 

配偶者13,000円配偶者以外

の扶養家族それぞれ6,500

円 

同じ 

  

20,449千円 
 

235,046円 

住居手当 

（借家・借間） 月額9,50

0円を超える家賃を支払っ

ている職員に対し100円か

ら27,000円 

異なる 

月額12,000

円の家賃 

 

 

1,523千円 

 

 

304,560円 

 

通勤手当 

（交通機関等利用者） 

61,000円まで全額、61,000

円を超えた場合その超えた

額の２分の１の額を61,000

円に加えた額 

異なる 

55,000円ま

で全額 

 

 

 

7,098千円 

 

 

 

58,178円 

 

 

（交通用具利用者） 

通勤距離に応じて2,300円

から45,800円(2km以上) 

同じ 

   

管理職手当 

（課長の職にある職員） 

給料月額×12／100 

（課長補佐の職にある職員） 

給料月額×6／100 

 

  
 

10,870千円 

 
 

310,570円 

宿日直手当 

（宿直）１回につき7,500円 

（日直）１回につき4,800円 

5時間未満の場合2,400円 

 

  
3,823千円 

 
36,753円 

管理職員特別

勤務手当 

（課長の職にある職員） 

勤務1回につき6,000円 

（課長補佐の職にある職員） 

勤務1回につき4,000円 

 

  
 

415千円 

 
 

11,857円 

寒冷地手当 

（世帯主である職員） 

扶養親族あり17,800円 

その他の職員10,200円 

（その他の職員） 

      7,360円 

同じ 

  
 

10,613千円 

 
 

64,320円 

 

 

  



６ 特別職の報酬等の状況（23 年 4 月 1 日現在） 

区     分 給 料 月 額 等                     

 

給 

 

料 

 

 

町     長 

 

副   町   長  

 

 

 ６７８，３００円 

 （７９８，０００円） 

 ５７５，１００円 

（６３９，０００円 

（参考）類似団体における最高／最低額 

７９８，０００円／３１９，０００円 

 

６５０，０００円／３７８，０００円 

 

 

報 

 

 

酬 

 

議     長 

 

副  議  長 

 

議     員 

 

 ３０４，０００円 

 （３２０，０００円） 

 ２３９，４００円 

 （２５２，０００円） 

 ２２３，３００円 

 （２３５，０００円）  

３４０，０００円／２３０，０００円 

 

２８０，０００円／１８０，０００円 

 

２５８，０００円／１５７，０００円 

 

 

期 

末 

手 

当 

 

町     長 

副   町   長  

 （２２年度支給割合） 

２．９０月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

 （２２年度支給割合） 

２．９０月分 

退 

職 

手 

当 

 

 

町          長 

副    町   長  

 

 （算定方式）        （１期の手当額）（支給時期） 

給料月額×在職月数×支給率（48/100）  １，８３８万円    任期毎 

      〃      （29/100）    ８８９万円    〃  

備   考  

  (注)１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

    ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期 

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 

 

 

 

  



７ 職員数の状況 

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由 
 

（各年４月１日現在） 
区 分  

部 門 
職  員  数 対前年 

増減数    主 な 増 減 理 由            
平成22年 平成23年 

一
般
行
政
部
門 

議  会  ２  ２ ０  

総  務 ３２ ３４ ２ 
震災の影響により、4月定期異動ができず、2

名の新採用職員を総務課付けとしたことによ
る増 

税  務  ９  ９ ０  

農  水  ９  ９ ０  

商  工  ２  ２ ０  

土  木  ７  ７ ０  

民  生 ４９ ４４ ▲５ 保育士、老人ホーム介助員の退職による減 

衛  生  ９  ９ ０  

小  計 １１９ １１６ ▲３ 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数66.52人 

（類似団体の人口１万人当たり職員数70.71人 ） 

特
別
行
政
部
門 

教  育 ２３ ２１ ▲２ 事業の統合による調理師の減 

小  計 ２３ ２１ ▲２ 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数12.04人 

（類似団体の人口１万人当たり職員数 89.18 人） 

公
営
企
業
等
会
計
部
門 

水  道 ８ ８ ０  

その他 １５ １４ ▲１ 
福島県後期高齢者医療広域連合派遣期間満了
による職員の減 

小  計 ２３ ２２ ▲１ 
＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数12.62人 

合  計 １６５  
[２３４ ] 

１５９  
[２３４ ] 

▲６  
[  ０ ] 

＜参考＞ 
人口１万人当たり職員数 91.18人 

 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

    ２ [     ]内は、条例定数の合計である。 

 

 



(2) 年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳 

～  

35歳 

36歳 

～  

39歳 

40歳 

～  

43歳 

44歳 
～  

47歳 

48歳 

～  

51歳 

52歳 

～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳 

 

以上 

 

計 

 

職員数 
人 

０ 

人 

６ 

人 

７ 

人 

３ 

人 

１６ 

人 

１９ 

人 

１５ 

人 

１５ 

人 

２４ 

人 

３２ 

人 

２０ 

人 

２ 

人 

１５９ 

 

 

 

(3) 職員数の推移 

（単位：人・％） 

年 度 

部門別 
平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 

過去５年間の増減

数（率） 

一般行政 １３７ １３０ １２５ １２２ １１９ １１６ ▲２１（▲15.3％） 

教育 ３２ ３０ ２７ ２５ ２３ ２１ ▲１１（▲34.4％） 

消防    －    －    －    －    －  － －（ － ％） 

普通会計計 １６９ １６０ １５２ １４７ １４２ １３７ ▲３２（▲18.9％） 

公営企業会計計 ２２ ２０ ２０ ２３ ２３ ２２ ０（   0.0％） 

総合計 １９１ １８０ １７２ １７０ １６５ １５９ ▲３２（▲16.8％） 

 

 

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成比

%
（例）

      20 20  24  28 32  36 40  44  48 52  56 60 

    ～  ～  ～ ～  ～ ～  ～  ～ ～  ～  

       未満 23  27  31 35  39  43 47  51  55 59  以上 

 

 


